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主体

実施箇所

該当基準 事業完了後５年以内の事業

主な事業の諸元
旧北九州空港(滑走路長1,600m)の代替として、沖合の海上に新空港(滑走路長2,500m)を整備する。大型機材の就航を可能とし、北九州圏域の航
空需要に対処できるよう輸送能力の向上を図る。

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
　本空港の前進である旧北九州空港は、滑走路長が1,600mと短く小型ジェット機しか就航していなかった。滑走路延長等の基本施設の拡張整備
を行う必要があったが、旧北九州空港は3方を山に囲まれ、東側には曽根干潟が広がって環境の側面から埋め立てはできず、空港周辺は市街化
が進んでいるため、滑走路の延長は不可能であった。

＜達成すべき目標＞
・大型機材対応の2500ｍの滑走路を建設し、北九州圏域の航空利用者の利便性向上を図る

＜今後の展開＞
・九州で唯一の完全24時間空港としての利点を活かした深夜早朝便の利用（国際旅客チャーター等）
・地元自治体における空港利用促進協議会で国際航空貨物利用促進や航空機産業の誘致を進めており、九州唯一の国際定期貨物便が就航して
いる。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：航空交通ネットワークを強化する

費用対効果分析の
算定基礎となった
要因の変化

費用：台風被災の影響による工程の見直しに伴う費用増等（４４億円）
工期：当初工期より６ヶ月延長
需要：　　　　　　　　予測値（平成19年度）　　　　実測値（平成19年度）
　　　　　国内旅客　　　　2,833千人　　　　　　　　　　　1,239千人

約1,024 億円

事業期間 事業採択 平成５年度 完了 平成１７年度

総事業費（億円） 採択時

7

事業全体の投資効
率性

基準年度 平成22年度

EIRR
（％）

4.0B:総便益(億円) 1,369 C:総費用(億円) 1,362 全体B/C 1.0 B-C

　 前回の再評価時に行った需要予測（平成19年度で約280万人）に対し、実績値は約110万人と大幅に下回っている。このため、需要を見込んだ
路線に航空会社が参入していない要因等を分析した上で、地元で取り組んでいる国際定期貨物便、チャーター便の誘致を含め、24時間空港の特
性を最大限活かした利用促進策を今後さらに講じることが必要である。

事業の効果の発現
状況

・2,500ｍの滑走路が海上に建設され、騒音の影響がなく24時間運用となり深夜早朝便が就航
・国内線旅客は旧空港の約４倍、貨物は約５０倍に増加
・国際旅客（ソウル便）・貨物便（上海便等）が就航
・大型機（Ｂ７４７－４００Ｆ）によるチャーター便の就航
・ILSの整備により、就航率が向上し、欠航等による不安要素が解消された

事業実施による環
境の変化

・特になし

事業評価監視委員会HP http://www.qsr.mlit.go.jp/s_top/jigyo-hyoka/

同種事業の計画・
調査のあり方や事
業評価手法の見直
しの必要性

　本事業については、利用実績が航空需要予測を大幅に下回り、B/Cも再評価時を大幅に下回った。
　現在、国交省全体として将来交通需要推計の改善に取り組んでいるが、特に航空需要予測については、再度このようなことがないよう、昨秋の
事業仕分けでの議論も踏まえ、本事業の需要予測に対する検証を早急に実施する。
　また、今後新たな施設整備を行う場合には、需要予測を厳格に行うとともに、当該施設整備の必要性や効果について厳しく精査していく。

対応方針 対応なし

対応方針理由 投資効果が確認されたため。

事業評価カルテ（事後評価）

その他 特になし

約980億円 完了時

福岡県　北九州市、京都郡苅田町

福岡県

検索対象都道府県（複数可）

カルテ表示項目

空港整備事業

社会経済情勢等の
変化

・世界的な景気後退、航空会社の経営環境の悪化
・新型インフルエンザの流行による利用の減少

今後の事後評価の
必要性

　前回評価時のB/C1.9に対し、今回評価のB/Cは1.0と大幅に減少した。なお、今回の評価は、今後の利用促進効果等を考慮することなく、国内線
については羽田路線のみで将来減少、その他国際旅客、国内貨物及び国際貨物は現状の利用実績を基に行ったものである。
　B/Cは1.0を超えていること、羽田線の増便、釜山線の新規就航が予定されており、現在の利用状況が悪化しない限り、現段階では「事業評価監
視委員会（以下「委員会」）」の案件として再度、事後評価の対象とする必要はないと判断される。
　しかし、当初の需要見込みを大幅に下回っているのは事実であり、今後も、空港の利用状況の動向について引き続き注視していく必要があり、
「委員会」へ報告していくこととする。

改善措置の必要性



位置図

概要図



新北九州空港建設事業

費用便益の概要

主な便益

単位 備考 単位

供給者便益
着陸料収入・航行援
助施設利用料等

－ － － 14 億円／年

主な費用

費用項目

事業の対象施設

建設費（用地費、工事費、補償費）、改良再投資費

護岸、空港用地(約160ha)、滑走路(2500m)、誘導路、エプロン、道路駐車場、航空保安施設、気象施設　等

項目 区分
原単位 便益（代表年）

利用者便益
所要時間の短縮・

費用の低減
円／時

計測方法については、「空
港整備事業の費用対効果
分析マニュアル」を参照。

38 億円／年　国内・国際旅客：３，１６５



新北九州空港建設事業 新北九州空港建設事業
費用便益計算表(割引前) 費用便益計算表(割引後)

EIRR = 4.0% NPV = 7 億円
B/C = 1.0

[百万円] [百万円]

初期投資
更新投資
コスト

総費用
(C)

利用者
効果

供給者
効果

地域企業･
住民効果

残存価値
総便益

(B) 初期投資
更新投資
コスト

総費用
(C)

利用者
効果

供給者
効果

地域企業･
住民効果

残存価値
総便益

(B)
1993 82 82 1993 1.948 160 160
1994 3,331 3,331 1994 1.873 6,240 6,240
1995 8,403 8,403 1995 1.801 15,133 15,133
1996 9,114 9,114 1996 1.732 15,782 15,782
1997 10,777 10,777 1997 1.665 17,945 17,945
1998 4,180 4,180 1998 1.601 6,692 6,692
1999 8,804 8,804 1999 1.539 13,553 13,553
2000 7,820 7,820 2000 1.480 11,575 11,575
2001 4,421 4,421 2001 1.423 6,293 6,293
2002 13,803 13,803 2002 1.369 18,891 18,891
2003 3,957 3,957 2003 1.316 5,207 5,207
2004 7,683 7,683 2004 1.265 9,721 9,721
2005 4,848 4,848 2005 1.217 5,899 5,899
2006 1 366 366 3,606 2,074 976 6,656 2006 1 1.170 429 429 4,218 2,427 1,142 7,786
2007 2 214 214 3,960 3,839 591 8,390 2007 2 1.125 240 240 4,454 4,318 665 9,437
2008 3 231 231 3,810 864 511 5,186 2008 3 1.082 249 249 4,121 934 553 5,609
2009 4 207 207 3,881 892 481 5,255 2009 4 1.040 215 215 4,037 928 501 5,465
2010 5 192 192 4,052 2,197 487 6,736 2010 5 1.000 192 192 4,052 2,197 487 6,736
2011 6 0 0 3,817 807 0 4,624 2011 6 0.962 0 0 3,671 776 0 4,446
2012 7 0 0 3,817 761 0 4,578 2012 7 0.925 0 0 3,529 704 0 4,232
2013 8 0 0 3,816 714 0 4,530 2013 8 0.889 0 0 3,392 635 0 4,027
2014 9 0 0 3,815 666 0 4,480 2014 9 0.855 0 0 3,261 569 0 3,830
2015 10 0 0 3,814 620 0 4,434 2015 10 0.822 0 0 3,135 509 0 3,644
2016 11 0 0 3,813 573 0 4,386 2016 11 0.790 0 0 3,014 453 0 3,466
2017 12 0 0 3,812 524 0 4,336 2017 12 0.760 0 0 2,897 398 0 3,295
2018 13 381 381 3,795 524 0 4,319 2018 13 0.731 278 278 2,773 383 0 3,156
2019 14 0 0 3,777 523 0 4,300 2019 14 0.703 0 0 2,654 367 0 3,021
2020 15 878 878 3,760 520 0 4,280 2020 15 0.676 593 593 2,540 351 0 2,891
2021 16 0 0 3,742 520 0 4,262 2021 16 0.650 0 0 2,431 338 0 2,769
2022 17 0 0 3,725 518 0 4,243 2022 17 0.625 0 0 2,327 324 0 2,650
2023 18 0 0 3,715 524 0 4,239 2023 18 0.601 0 0 2,231 315 0 2,546
2024 19 0 0 3,705 532 0 4,237 2024 19 0.577 0 0 2,140 307 0 2,447
2025 20 0 0 3,695 539 0 4,234 2025 20 0.555 0 0 2,052 299 0 2,351
2026 21 0 0 3,686 545 0 4,230 2026 21 0.534 0 0 1,968 291 0 2,259
2027 22 0 0 3,676 553 0 4,229 2027 22 0.513 0 0 1,887 284 0 2,171
2028 23 0 0 3,656 531 0 4,188 2028 23 0.494 0 0 1,805 262 0 2,067
2029 24 0 0 3,637 509 0 4,146 2029 24 0.475 0 0 1,726 242 0 1,968
2030 25 0 0 3,618 489 0 4,106 2030 25 0.456 0 0 1,651 223 0 1,874
2031 26 381 381 3,598 467 0 4,066 2031 26 0.439 167 167 1,579 205 0 1,784
2032 27 0 0 3,579 445 0 4,024 2032 27 0.422 0 0 1,510 188 0 1,698
2033 28 0 0 3,560 446 0 4,006 2033 28 0.406 0 0 1,444 181 0 1,625
2034 29 0 0 3,540 446 0 3,986 2034 29 0.390 0 0 1,381 174 0 1,555
2035 30 878 878 3,521 445 0 3,966 2035 30 0.375 329 329 1,321 167 0 1,488
2036 31 0 0 3,502 446 0 3,948 2036 31 0.361 0 0 1,263 161 0 1,424
2037 32 0 0 3,483 446 0 3,929 2037 32 0.347 0 0 1,208 155 0 1,363
2038 33 0 0 3,463 445 0 3,908 2038 33 0.333 0 0 1,155 148 0 1,303
2039 34 0 0 3,444 446 0 3,890 2039 34 0.321 0 0 1,104 143 0 1,247
2040 35 0 0 3,425 446 0 3,871 2040 35 0.308 0 0 1,056 138 0 1,193
2041 36 0 0 3,406 445 0 3,850 2041 36 0.296 0 0 1,010 132 0 1,141
2042 37 0 0 3,386 446 0 3,832 2042 37 0.285 0 0 965 127 0 1,092
2043 38 430 430 3,367 446 0 3,813 2043 38 0.274 118 118 923 122 0 1,045
2044 39 381 381 3,348 445 0 3,793 2044 39 0.264 100 100 882 117 0 1,000
2045 40 0 0 3,328 446 0 3,775 2045 40 0.253 0 0 843 113 0 957
2046 41 0 0 3,309 446 0 3,755 2046 41 0.244 0 0 806 109 0 915
2047 42 0 0 3,290 445 0 3,735 2047 42 0.234 0 0 771 104 0 875
2048 43 0 0 3,271 446 0 3,717 2048 43 0.225 0 0 737 100 0 837
2049 44 0 0 3,251 446 0 3,698 2049 44 0.217 0 0 704 97 0 801
2050 45 878 878 3,232 445 0 3,677 2050 45 0.208 183 183 673 93 0 766
2051 46 0 0 3,213 446 0 3,659 2051 46 0.200 0 0 643 89 0 733
2052 47 0 0 3,194 446 0 3,640 2052 47 0.193 0 0 615 86 0 701
2053 48 0 0 3,174 445 0 3,619 2053 48 0.185 0 0 588 82 0 670
2054 49 0 0 3,155 446 0 3,601 2054 49 0.178 0 0 562 79 0 641
2055 50 0 0 3,136 446 0 89,528 93,110 2055 50 0.171 0 0 537 76 0 15,327 15,940

87,224 5,416 92,640 178,376 32,518 3,047 89,528 303,469 133,091 3,094 136,185 96,246 22,019 3,347 15,327 136,939

年度
施設運営
期間

割 引 後
年度

社会的
割引率

施設運営
期間

割 引 前


